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今年度は「ＲＯＥ８％の必達」を掲げて取り組んでおりますが、
６月の業績予想の修正においてご案内の通り、東京ガスオーストラリアの
解散に伴う為替換算調整勘定の取り崩し益を、特別利益として計上しました。
これにより、今年度のＲＯＥは１１．１％を見込んでおります。

１Ｑ実績につきましては、計画に対して概ね順調に進捗していると評価してい
ます。また、セグメント利益の通期見通しにつきましては、現時点で織り込む
べき大きな変化要素は無いことから、前回４月の見通しから据え置きとして
います。

ＢＳについては、事業ＰＦマネジメントを引き続き推進し、成長投資と非効率
資産の売却等を進めることで、総資産は前期末から▲１，８８０億円減の
３兆６，６７０億円となります。

また、現在進めている自己資本コントロール策である自己株取得の効果により、
期末自己資本は１兆５，７９０億円となり、Ｄ/Ｅレシオは昨年度末の０．７７
から０．８２となる見込みです。

下期以降の自己資本コントロール策を含む株主還元については、今年度の
市況・財務状況等の見通しの精度が高まる下期以降に、改めてご説明させて
いただきたいと考えております。
考え方としては、単年度のＲＯＥ目標達成のみならず、次期中計期間以降も
ＲＯＥの上昇トレンドを維持することを念頭に、中長期の視点で自己資本
コントロールを実行してまいります。
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第１四半期の業績は「増収増益」となりました。
売上高は、＋６０５億円の増となりました。
これは、「エネルギー・ソリューションセグメント」における、
電力の販売数量増や「海外セグメント」における販売単価増等が主な要因
です。

営業利益は＋３６７億円増の６２５億円、経常利益は＋３１４億円増の
５７１億円、親会社株主に帰属する当期純利益は、東京ガスオーストラリア社
の解散に伴う特別利益計上が寄与し、＋８２９億円増加し１，０１７億円
となりました。
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７ページには、セグメント別の売上高、および営業利益に持分法損益を加えた
セグメント利益とその増減を記載しております。
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エネルギー・ソリューションセグメントにおける＋３０２億円の増益は、
都市ガスの販売数量増等やタイムラグ影響による粗利増、＋１４２億円が
主な要因です。

また、電力事業においても、販売量増や昨年度に発生していた一時的な費用増
といった利益押し下げ要因が剥落したことなどにより、＋６２億円の増益
となりました。

ネットワークセグメントは、託送供給収益の増により、＋３億円の増益
となりました。

海外セグメントは、北米シェールガス事業において、市場価格が上昇し
販売単価が上昇したことで、＋７９億円の増益となりました。

都市ビジネスセグメントは、主に、ホテル事業において、昨年度５月からの
リノベーションのための休業に伴い、▲３億円の減益となりました。
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第１四半期のガス販売量は、卸先の需要減等に伴い卸販売量の減少が
ありましたが、主に４月頃の低気温による家庭用および業務用の需要増により、
全体では＋２．１％の増となりました。
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第１四半期の電力販売量は、全体では＋１８．６％増となりました。契約
件数の増加により小売りは＋２１．０％の増、卸ほかにおいて、＋１６．０％
増加しました。
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２０２５年度通期につきましては、冒頭のご説明通り、
東京ガスオーストラリア社の解散による為替換算調整取り崩し益６８０億円
を反映し、親会社株主に帰属する当期純利益は４９０億円増の１,８３０億円
と見通しております。セグメント利益、都市ガス・電力の販売量、見通しの
前提となる７月以降の経済フレームについては、前回４月に開示した見通し
のまま据え置いております。
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２０２５年度のセグメント別ＲＯＡの見通しについて、２０２４年度実績との
比較でお示ししております。
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２０２３から２０２５年度の中期経営計画における投資計画等の状況を
お示ししています。こちらについても、前回４月見通しのままとしております。
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経済フレーム感度表に加え、原油価格・為替レート、主な海外投資案件等を
掲載しております。
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